
 
 

危機管理部 

東北地方太平洋沖地震に係る県の対応について 
 

 

１ 被災地への支援 

(1) 職員等の派遣 

【終了】 

緊急消防援助隊(272部隊、1,064人)、消防防災ヘリ「アルプス」、災害派遣医療チーム 

〔DMAT〕(15チーム)、児童福祉司、児童心理司、ドクターヘリ、下水道技術者 

【継続】 

・被災地支援（県職員）  4/10～6/1 （延べ １２チーム  ５４名） 

・医療救護班       3/16～  （延べ ８６チーム ５０８名） 

・保健師等        3/24～  （延べ １７チーム  ７５名） 

・「心のケア」チーム    3/17～  （延べ １９チーム   ８８名） 

・介護職員        5/28～  （延べ  １チーム   ６名） 

・スクールカウンセラー  5/ 9～  （２１名） 

・警察部隊        3/11～  （延べ ６１９名） 

(2) 救援物資等の提供 

・岩手県：７回（大型トラック23台分） 

・福島県：１回（軽トラック２台分） 

・自衛隊へ依頼：73ｔ 

・医薬品145品目、衛生材料15品目を石巻赤十字病院へ提供 

(3) 義援金の受付 

県庁及び合同庁舎に義援金募金箱を設置（5/23現在 5,712万円） 

(4) 被災県への災害見舞金の贈呈 

岩手県、宮城県、福島県に各300万円 

茨城県、千葉県に各50万円、栃木県に30万円 

 

 

２ 避難者への支援 

(1) 受入態勢 

①「東北地方太平洋沖地震の避難者受入方針」を決定。市町村、関係団体へ依頼（資料2-1） 

 ・避難者受入支援チームを設置(3/18～) 

・県内の受入可能施設及び受入状況（5/25現在） 
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②「信州安らぎの逗留村構想」を被災県に提案（4/12～13）（資料2-2） 

 

(2) 生活支援（被災者生活支援「信州絆」プロジェクト）（4/15）（資料2-3） 

受入市町村を管轄する保健福祉事務所に「避難者生活支援チーム」を設置 

(3) 就学支援 

・弾力的な対応により、被災地域の児童生徒の就学機会を確保（受入数：5/1現在 140名） 

・避難者に対して、県立長野図書館の図書の貸出を開始 

(4) 就労支援 

緊急雇用創出事業の「震災対応事業」を活用し、避難者の就労機会を確保（資料2-4） 

 

 

３ 福島第一原子力発電所の事故に係る対応 

(1) 放射線対策 

①放射線相談電話の開設（5/22現在 相談件数1,682件） 

②空間放射線量の測定（常時） 

③空間放射線量に係る情報を中国語など５言語で提供開始（3/18～） 

④水道水、降下物及び下水汚泥等の放射能濃度の測定 

⑤電力会社（東京、中部、北陸）各社へ、原子力発電所の安全対策を要請 

(2) 健康対策 

①「こころの健康相談窓口」（精神保健福祉センター）設置 

 (3) 食料品の安全確保 

①「食品の安全に関する相談窓口」の設置（5/13現在 相談件数360件） 

②茨城県産ホウレンソウの検査（3/19） 

③県内産農林畜産物の検査（5/18現在 実施数13回、37検体） 

④農用地土壌の検査（5/18現在 ８箇所） 

⑤牧草の検査（5/18現在 ２箇所） 

(4) 農林業食品産業対策 

   ①農林畜産物の生産等に関する相談窓口の設置（3/25～）（5/24現在 相談件数120件） 

 ②海外向け輸出食品等に関する証明書の発行（4/1～）（5/24現在 発行件数37社82件） 

(5) 工業製品対策 

   ①工業製品の放射線を測定する機器を発注（８月頃から測定開始予定） 

 

 

４ 産業支援 

(1) 中小企業支援 

①経営への影響調査の実施（3/24結果発表） 

②経済関係団体連絡会議の開催（3/24） 

③中小企業震災相談窓口を開設（5/24現在 相談件数95件） 

※ 県全体の受入者数：９９３人 

入 院 外 来

施 設 数 590 1,122 98 － － 338
人 数 ( 人 ) 6,662 24,898 1,228 50 200 1,065
施 設 数 136 － 3 0 2 6
人 数 ( 人 ) 451 － 3 0 2 18

受 入 数

社会福祉施設
公 営 住 宅 等
無 料 施 設

旅館・ホテル等
有 料 施 設

医 療 機 関
人 工 透 析 施設

受 入
可 能 数



④中小企業融資制度資金の拡充（4/1） 

 ・経営健全化支援資金(特別経営安定対策)の貸付対象者を拡充 

 ・東日本大震災復興支援資金を創設(5/23) 

⑤販路開拓支援の実施 

 ・(財)長野県中小企業振興センター「マーケティング支援センター」において、情報収 

集と受発注取引のマッチング等の販路開拓支援を実施 

⑥「がんばろう日本」被災企業応援デスクの設置（4/14）（資料2-5） 

 (2) 「がんばろう日本！信州元気宣言」（4/15）（資料2-7） 

 (3) 観光支援（上記(1)に掲げる支援に加え） 

①長野県の宿泊施設が行う「義援金プラン」の取組みを支援 

②「信州に泊ろう！キャンペーン」を延長（～5/15） 

③学習旅行が中止されないよう、関西圏・首都圏へ出向き正確な情報を伝達（4/13,14,18） 

   ④高速道路会社、ＦＤＡとタイアップし誘客イベントを開催（5/3,21,22,27～29） 

   ⑤名古屋市で信州・長野県の物産と観光展を開催（6/3～8） 

   ⑥台湾、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、中国、韓国の旅行会社等を対象に招へい事業実施（5回） 

   ⑦中国大使館、駐新潟大韓民国総領事を訪問し、長野県への訪日観光へ協力要請（5/16） 

 

 

５ 県民との協働 

○「大規模地震の被災者の方々を支援する県民共同宣言」（3/18）（資料2-6） 

○「がんばろう日本！信州元気宣言」（4/15）（資料2-7） 

○「東日本大震災支援県民本部」を設置し、官民一体となった被災者支援を実施（資料2-8） 
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